
 
 

随意契約見直し計画 
 

平成 19年 12月 
独立行政法人港湾空港技術研究所 

 
 
 
１．随意契約の見直し計画 
（１）平成１８年度において、締結した随意契約について点検・見直

しを行い、以下のとおり、随意契約によることが真にやむを得ない

ものを除き、直ちに一般競争入札等に移行するものとし、平成１９

年度から全て一般競争または企画競争等に移行することとした。 
 
【全体】 

平成１８年度実績 見直し後 
  

件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

（  ％） （  ％） 事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。）   

（57％） （33％） 
競争入札 

 

７０ ３１５ 

（36％） （58％） 

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（3％） 

４ 

（3％） 

２９ ４５ ５４５ 

（97％） （97％） （7％） （9％） 
随意契約 

１２０ ９１３ ９ ８２ 

（100％） （100％） （100％） （100％） 
合   計 

 １２４  ９４２  １２４  ９４２ 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１０ 



【同一所管法人等】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

（  ％） （  ％） 事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。）   

（7％） （1％） 
競争入札 

 

１ ５ 

（93％） （99％） 

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（7％） 

      １ 

（4％） 

 ９ １４ ４０９ 

（93％） （96％） （  ％） （  ％） 
随意契約 

１４ ４０５ ０ ０ 

（100％） （100％） （100％） （100％） 
合   計 

     １５        ４１４      １５        ４１４ 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 

 

【同一所管法人等以外の者】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

（  ％） （  ％） 事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。）   

（63％） （59％） 
競争入札 

 

６９ ３１０ 

（29％） （26％） 

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（3％） 

３ 

（4％） 

２０ ３１ １３６ 

（97％） （96％） （8％） （15％） 
随意契約 

１０６ ５０８ ９ ８２ 

（100％） （100％） （100％） （100％） 
合   計 

 １０９  ５２８     １０９  ５２８ 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 



（２）随意契約の公表の基準について、以下のとおり改正することと

した。 
  ・ 随意契約に係る予定価格、落札率及び再就職の役員の数を公

表することとした。 
 
 
２．随意契約見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み及び移行時期 

平成１９年度から、既に企画競争、公募型及び一般競争にしたと

ころであるが、更に以下の措置を講じ、平成２０年１月以降、総合

評価方式を導入していく。なお、公募型に移行したものについても

一般競争への移行が可能かどうかを照査しつつ業務を進める。 
（１）総合評価方式の導入拡大 
 ① 総合評価方式による一般競争入札については、平成１９年度に

おいて実験施設の整備において試行を行っている。その結果も踏

まえて、企画競争、公募型、総合評価方式による一般競争入札、

一般競争入札の選定に関するガイドラインを策定する。 
 ② 総合評価方式による一般競争入札マニュアルの作成 
   総合評価方式による一般競争への移行を支援するための業務マ

ニュアルを作成し、仕様書の作成や予定価格の設定等の各種入札

手順を具体的に示す。 
  （平成２０年３月を目途に作成予定） 
 ③ 実施機関 
   上記の措置を契約事務合理化委員会（※）において行う。 
   ※平成１８年７月に港湾空港技術研究所に設置され、特別研究官を委員長とする

委員会であり、契約事務の合理化について検討するもの。 
 
（２）複数年度契約の拡大 

 派遣契約や研究開発及びシステム関連等の複数年度にわたる契

約については、契約期間を精査した上で、初年度に価格競争を行

い複数年契約へ移行する。 
 
（３）入札手続きの効率化 

 一般競争入札の公告方法について、入札公告の他、仕様書及び

入札説明書等を電子媒体により配布する方法を、検討する。 
 
３．その他 
 


